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7 2020（令和2年）

国　税／�6月分源泉所得税の納付� 7月10日
国　税／�納期の特例を受けた源泉所得税（1月〜6月

分）の納付� 7月10日
国　税／�所得税予定納税額の減額承認申請�7月15日
国　税／�所得税予定納税額第1期分の納付� 7月31日
国　税／�5月決算法人の確定申告（法人税・消費税

等）、11月決算法人の中間申告� 7月31日
国　税／�8月、11月、2月決算法人の消費税の中間申告

（年3回の場合）� 7月31日
地方税／�固定資産税（都市計画税）第2期分の納付

� 市町村の条例で定める日
労　務／�社会保険の報酬月額算定基礎届� 7月10日
労　務／�労働保険料（概算・確定）申告書の提出・（全

期・１期分）の納付� 7月10日
労　務／�障害者・高齢者雇用状況報告� 7月15日
労　務／�労働者死傷病報告（4月〜6月分）� 7月31日

　中小企業者等が取得価額 30万円未満の減価
償却資産を導入した場合に合計 300 万円を限
度に全額損金算入できる特例について、令和
2年度税制改正では、設備投資を促進するた
め適用期限が 2年延長されました。一方、連
結納税適用事業者と従業員 500 人超の法人は
適用対象から除かれています。

ワンポイント 少額減価償却資産の特例の延長

7 月 の 税 務 と 労 務7月 （文月）JULY
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令
和
二
年
四
月
一
日
よ
り
労
働
基

準
法
が
改
正
さ
れ
、
賃
金
を
請
求
で

き
る
期
間
（
消
滅
時
効
期
間
）
が
延

長
さ
れ
ま
し
た
。

　
こ
れ
ま
で
二
年
と
さ
れ
て
い
た
賃

金
請
求
権
の
消
滅
時
効
期
間
は
、
五

年
（
当
分
の
間
は
三
年
。
注
①
）
と

な
り
ま
す
。
今
回
は
賃
金
請
求
権
の

消
滅
時
効
期
間
の
延
長
の
ほ
か
、
賃

金
台
帳
な
ど
の
記
録
の
保
存
期
間
お

よ
び
付
加
金
（
注
②
）
の
請
求
期
間

の
延
長
に
つ
い
て
も
併
せ
て
お
伝
え

い
た
し
ま
す
。

注
①
　
消
滅
時
効
期
間
は
五
年
と
な

り
ま
し
た
が
、
経
過
措
置
と
し
て

当
分
の
間
は
三
年
と
さ
れ
ま
す

（
記
録
の
保
存
、
付
加
金
の
請
求

期
間
も
同
様
に
三
年
）。
な
お
、

当
記
事
に
お
い
て
は
当
分
の
間
適

用
さ
れ
る
「
三
年
」
を
延
長
後
の

期
間
と
し
て
表
示
し
ま
す
。

　
②
　
付
加
金
は
、
労
働
者
の
請
求

に
よ
り
裁
判
所
が
事
業
主
に
対
し

て
未
払
賃
金
等
に
加
え
て
支
払
を

命
じ
る
こ
と
が
で
き
る
金
員
で
す
。

一　

改
正
の
背
景

　
民
法
の
一
部
を
改
正
す
る
法
律
に

よ
り
、
使
用
人
の
給
料
に
係
る
短
期

消
滅
時
効
が
廃
止
（
改
正
後
は
、
契

約
に
基
づ
く
債
権
の
消
滅
時
効
期
間

は
原
則
五
年
）
さ
れ
る
こ
と
等
を
踏

ま
え
、
労
働
基
準
法
に
お
け
る
賃
金

請
求
権
の
消
滅
時
効
期
間
等
は
五
年

に
延
長
さ
れ
る
こ
と
と
な
り
ま
し
た
。

　
た
だ
し
、
直
ち
に
長
期
間
の
消
滅

時
効
期
間
を
定
め
る
こ
と
は
、
労
使

の
関
係
を
不
安
定
化
す
る
お
そ
れ
が

あ
り
、
紛
争
の
早
期
解
決
・
未
然
防

止
と
い
う
賃
金
請
求
権
の
消
滅
時
効

が
果
た
す
役
割
へ
の
影
響
等
も
踏
ま

え
て
慎
重
に
検
討
す
る
必
要
が
あ
る

た
め
、
当
分
の
間
の
経
過
措
置
と
し

て
三
年
と
さ
れ
ま
し
た
。

　
書
類
の
保
存
期
間
お
よ
び
付
加
金

の
請
求
期
間
も
こ
れ
に
合
わ
せ
、
当

分
の
間
は
三
年
と
さ
れ
ま
し
た
。

二　

賃
金
請
求
権

　
労
働
基
準
法
上
の「
賃
金
」に
は
、

毎
月
支
払
わ
れ
る
賃
金
の
ほ
か
、
非

常
時
に
支
払
わ
れ
る
も
の
や
労
働
者

を
休
業
さ
せ
る
と
き
に
支
払
う
も
の

な
ど
も
規
定
さ
れ
て
い
ま
す
。
以
下

の
も
の
が
消
滅
時
効
期
間
延
長
（
二

年
↓
三
年
）
の
対
象
と
な
り
ま
す
。

　
ま
た
、
今
回
の
改
正
に
お
い
て
は

時
効
の
起
算
日
を
明
確
化
す
る
た
め

に
、「
賃
金
の
請
求
権
は
こ
れ
を
行

使
す
る
こ
と
が
で
き
る
時
か
ら
」
と

起
算
日
に
つ
い
て
も
規
定
さ
れ
ま
し

た
（
同
法
一
一
五
条
）。
た
だ
し
、

取
り
扱
い
は
従
来
と
同
様
で
賃
金
支

払
に
お
い
て
は
支
払
期
日
が
起
算
点

で
あ
る
こ
と
を
示
し
て
い
ま
す
。

　
な
お
、
退
職
手
当
の
消
滅
時
効
は

改
正
に
よ
る
変
更
は
な
く
、
従
来
通

り
五
年
と
さ
れ
て
い
ま
す
。

①
　
金
品
の
返
還
（
同
法
二
三
条
）

　
従
業
員
の
死
亡
、
ま
た
は
退
職
し

た
場
合
に
、従
業
員
（
ま
た
は
遺
族
）

か
ら
請
求
が
あ
っ
た
場
合
は
、
七
日

以
内
に
賃
金
を
支
払
い
、
積
立
金
、

保
証
金
、
貯
蓄
金
、
そ
の
他
金
品
を

返
還
し
な
け
れ
ば
な
り
ま
せ
ん
。

　
こ
れ
ら
の
う
ち
、「
賃
金
」
に
つ

い
て
の
消
滅
時
効
は
三
年
と
さ
れ
ま

し
た
。「
賃
金
」
以
外
は
従
来
通
り

二
年
で
す
。
各
種
請
求
権
の
時
効
の

う
ち
、
延
長
の
対
象
と
な
ら
な
い
も

の
は
後
述
し
ま
す
。

②
　
賃
金
の
支
払
（
同
法
二
四
条
）

　
賃
金
と
は
、
労
働
の
対
償
と
し
て

使
用
者
が
労
働
者
に
支
払
う
す
べ
て

の
も
の
を
い
い
、
次
の
五
原
則
が
定

め
ら
れ
て
い
ま
す
。

a
　
通
貨
で
、

b
　
全
額
（
法
令
規
定
の
所
得
税
や

社
会
保
険
料
は
控
除
可
。
労
使
協

定
を
結
ぶ
こ
と
で
、
法
令
以
外
の

控
除
も
で
き
る
場
合
あ
り
）
を
、

c
　
毎
月
一
回
以
上
、

d
　
一
定
期
日
に
、

e
　
直
接
支
払
う

　
前
述
の
と
お
り
、
賃
金
の
支
払
日

（
d
の
一
定
期
日
）
を
起
算
点
と
し

て
消
滅
時
効
の
期
間
を
適
用
し
ま
す
。

③
　
非
常
時
支
払
（
同
法
二
五
条
）

　
労
働
者
が
出
産
、
疾
病
、
災
害
な

ど
非
常
の
場
合
の
費
用
に
充
て
る
た

め
に
請
求
す
る
場
合
、
支
払
期
日
前

で
あ
っ
て
も
、
既
往
の
労
働
に
対
す

る
賃
金
を
支
払
わ
な
け
れ
ば
な
ら
な

い
と
さ
れ
て
い
ま
す
。

④
　
休
業
手
当
（
同
法
二
六
条
）

　
使
用
者
の
責
に
帰
す
べ
き
事
由
に

よ
る
休
業
（
例
え
ば
、
店
舗
の
改
装

に
よ
る
休
業
、
工
場
の
生
産
調
整
に

よ
る
休
業
な
ど
）
の
場
合
、
使
用
者

は
休
業
期
間
中
の
労
働
者
に
平
均
賃

今
年
４
月
改
正

賃
金
を
請
求
で
き
る
期
間
等
の
延
長
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金
の
六
割
以
上
を
支
払
わ
な
け
れ
ば

な
り
ま
せ
ん
。

⑤
　
出
来
高
払
制
の
保
障
給
（
同
法

二
七
条
）

　
労
働
の
成
果
や
出
来
高
に
応
じ
て

給
与
を
決
め
る
場
合
に
、
出
来
高
が

少
な
い
時
も
労
働
時
間
に
応
じ
一
定

額
の
賃
金
を
保
障
す
る
も
の
で
す
。

⑥
　
時
間
外
・
休
日
労
働
等
に
対
す

る
割
増
賃
金
（
同
法
三
七
条
）

⑦
　
年
次
有
給
休
暇
中
の
賃
金
（
同

法
三
九
条
）

⑧
　
未
成
年
者
の
賃
金
（
同
法
五
九

条
）

三　

記
録
の
保
存

　
労
働
基
準
法
で
は
、
次
の
帳
簿
や

書
類
等
の
保
存
期
間
を
定
め
て
い
ま

す
。
記
録
の
保
存
期
間
は
、
こ
れ
ま

で
の
三
年
か
ら
五
年
に
延
長
さ
れ
ま

し
た
が
、
当
分
の
間
は
従
来
と
同
じ

く
三
年
が
適
用
さ
れ
ま
す
。

①
　
労
働
者
名
簿

　
保
存
期
間
の
起
算
日
は
、
労
働
者

の
死
亡
、退
職
又
は
解
雇
の
日
で
す
。

②
　
賃
金
台
帳

　
保
存
期
間
の
起
算
日
は
、
最
後
の

記
入
を
し
た
日
で
す
。
た
だ
し
、
賃

金
台
帳
に
記
録
を
し
た
賃
金
の
支
払

日
が
、
記
録
を
し
た
日
よ
り
遅
い
場

合
は
、
支
払
期
日
が
記
録
の
保
存
期

間
の
起
算
日
と
さ
れ
ま
し
た
。
例
え

ば
、
六
月
に
支
払
う
賃
金
に
つ
い
て

六
月
二
十
日
に
賃
金
台
帳
に
記
録

し
、
そ
の
賃
金
を
六
月
二
十
五
日
に

支
払
う
と
き
は
、
六
月
二
十
五
日
を

起
算
日
と
し
て
三
年
間
保
存
し
ま
す
。

③
　
雇
入
れ
に
関
す
る
書
類

　
例
え
ば
、
雇
入
決
定
関
係
書
類
、

契
約
書
、
労
働
条
件
通
知
書
、
履
歴

書
、身
元
引
受
書
等
が
該
当
し
ま
す
。

　
保
存
期
間
の
起
算
日
は
、
労
働
者

の
退
職
又
は
死
亡
の
日
で
す
。

④
　
解
雇
に
関
す
る
書
類

　
例
え
ば
、
解
雇
決
定
関
係
書
類
、

解
雇
予
告
除
外
認
定
関
係
書
類
、
予

告
手
当
ま
た
は
退
職
手
当
の
領
収
書

等
が
該
当
し
ま
す
。

　
保
存
期
間
の
起
算
日
は
、
雇
入
れ

書
類
と
同
様
に
、
労
働
者
の
退
職
又

は
死
亡
の
日
で
す
。

⑤
　
災
害
補
償
に
関
す
る
書
類

　
例
え
ば
、診
断
書
、補
償
の
支
払
、

領
収
関
係
書
類
等
が
該
当
し
ま
す
。

　
保
存
期
間
の
起
算
日
は
、
災
害
補

償
を
終
え
た
日
で
す
。

⑥
　
賃
金
に
関
す
る
書
類

　
例
え
ば
、
賃
金
決
定
関
係
書
類
等

が
該
当
し
ま
す
。
保
存
期
間
の
起
算

日
は
記
録
完
結
の
日
で
す
が
、
②
賃

金
台
帳
と
同
様
に
、
記
録
完
結
日
よ

り
支
払
期
日
が
遅
い
と
き
は
、
支
払

期
日
が
起
算
日
に
な
り
ま
す
。

⑦
　
そ
の
他
労
働
関
係
に
関
す
る
重

要
な
書
類

　
例
え
ば
、
出
勤
簿
、
タ
イ
ム
カ
ー

ド
等
の
記
録
、労
使
協
定
の
協
定
書
、

各
種
許
認
可
書
な
ど
労
働
時
間
の
記

録
に
関
す
る
書
類
（
使
用
者
自
ら
始

業
・
終
業
時
間
を
記
録
し
た
も
の
、

残
業
命
令
書
、
労
働
者
が
労
働
時
間

を
記
録
し
た
報
告
書
等
）、
退
職
関

係
書
類
、
休
職
・
出
向
関
係
書
類
、

裁
量
労
働
制
の
記
録
、
年
次
有
給
休

暇
管
理
簿
な
ど
が
該
当
し
ま
す
。

　
記
録
の
保
存
期
間
の
起
算
日
は
、

そ
の
記
録
の
完
結
日
等
で
す
が
、
賃

金
に
関
す
る
も
の
（
例
え
ば
、
タ
イ

ム
カ
ー
ド
等
）
に
つ
い
て
は
記
録
完

結
と
賃
金
支
払
日
の
う
ち
遅
い
方
が

保
存
期
間
の
起
算
日
に
な
り
ま
す
。

四　

付
加
金

　
割
増
賃
金
の
不
払
い
な
ど
労
働
基

準
法
上
の
違
反
が
あ
っ
た
場
合
に
、

付
加
金
を
請
求
で
き
る
期
間
が
三
年

（
従
来
は
二
年
）
と
な
り
ま
す
。

　
付
加
金
制
度
の
対
象
は
、
次
の
規

定
に
係
る
違
反
が
あ
っ
た
と
き
で
す
。

①
　
解
雇
予
告
手
当（
同
法
二
〇
条
）

②
　
休
業
手
当
（
同
法
二
六
条
）

③
　
割
増
賃
金
（
同
法
三
七
条
）

④
　
年
次
有
給
休
暇
中
の
賃
金
（
同

法
三
九
条
）

　
新
し
い
請
求
期
間
は
、
違
反
時
期

が
施
行
日
（
令
和
二
年
四
月
一
日
）

以
降
で
あ
る
と
き
に
適
用
さ
れ
ま

す
。
し
た
が
っ
て
、
前
記
①
か
ら
④

の
手
当
等
の
支
払
い
が
就
業
規
則
等

で
定
め
ら
れ
た
日
に
支
払
わ
れ
な
か

っ
た
こ
と
が
施
行
日
前
に
生
じ
た
も

の
の
と
き
は
、
改
正
後
の
請
求
期
間

（
三
年
）
は
適
用
さ
れ
ず
、
従
来
の

請
求
期
間（
二
年
）が
適
用
さ
れ
ま
す
。

五　

延
長
さ
れ
な
い
も
の

　
今
般
の
改
正
に
よ
る
消
滅
時
効
期

間
の
変
更
が
行
わ
れ
て
い
な
い
も
の

は
以
下
の
と
お
り
で
す
。

①
　
災
害
補
償
の
請
求
権
（
二
年
）

　
療
養
補
償
、
休
業
補
償
、
障
害
補

償
、
遺
族
補
償
、
葬
祭
料
、
分
割
補

償
が
該
当
し
ま
す
。

②
　
そ
の
他
の
請
求
権
（
二
年
）

　
帰
郷
旅
費
、
退
職
時
の
証
明
、
金

品
の
返
還
（「
賃
金
」
を
除
く
。
賃

金
の
消
滅
時
効
は
改
正
に
よ
り
三

年
）、
年
次
有
給
休
暇
請
求
権
が
該

当
し
ま
す
。

③
　
退
職
手
当
（
五
年
）
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　生産性を高めながら労働時間の縮減等に
取り組む中小企業事業主に対し、「働き方
改革推進支援助成金」が設けられています。
　今回は当該助成金のうち「労働時間短縮・
年休促進支援コース」を取り上げます。
１　対象事業主の要件
①　労災保険の適用を受ける中小企業事業
主であり、全ての対象事業場で36協定を
締結し、年5日の年次有給休暇の取得に
向けて就業規則等を整備していること。

②　交付申請時点で、後述する「成果目標」
の設定に向けた条件を満たしていること。

２　支給対象の取組
　あらかじめ設定された取組から1つ以上
を選び実施します。取組例を掲げます。
・労務管理担当者や労働者への研修など
・外部専門家によるコンサルティング等
・就業規則・労使協定等の作成・変更

・労務管理用機器の導入等（※）
・テレワーク用通信機器の導入等（※）
※原則として、パソコン、タブレット、
スマートフォンは対象となりません。

３　成果目標
　月60時間を超える36協定の時間外労
働時間数を縮減させることなど、4つの成
果目標から1つ以上を選択し、達成を目指
した取組を実施します。
４　支給額
　成果目標に応じた上限額（最高100万
円）及び加算額の合計額と、経費合計額に
補助率4分の3（原則）を乗じた額を比較し
ていずれか低い額が支給されます。また、
賃金引き上げを達成したときの加算額も設
けられています。交付申請書の提出は都道
府県労働局宛とされ、令和2年11月30日
（月）が提出期限です。
　今回ご案内したコースのほかに「勤務間
インターバル導入コース」、「テレワークコ
ース」などがあり、厚生労働省ホームペー
ジにおいて要件等が公表されています。

働き方改革推進支援助成金
のご案内

　日本国籍を有しない方が、国民年金又は
厚生年金保険の被保険者資格を喪失し、日
本を出国した場合、日本に住所を有しなく
なった日から2年以内に脱退一時金を請求
することができます。請求時は所定の請求
書に次の書類を添付します。
・パスポートの写し
・国内に住所を有しなくなったことを明ら
かにする住民票の除票の写し等
・口座番号など金融機関の情報（ゆうちょ
銀行では脱退一時金を受けることができ
ません）
・基礎年金番号を確認できる書類
　なお、受給資格期間（保険料納付済・免
除期間等）が10年以上あるときは、脱退
一時金を受給することができず、将来に日
本の老齢年金を受給することとなります。
　支給要件や支給額等の詳細は日本年金機
構のホームページまたは最寄りの年金事務
所にてご確認ください。

短期在留外国人の脱退一時金
（公的年金）
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な
お
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事
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い
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で
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い
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）


